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不
登
校
対
応
、
誰
も
が
楽
し
く
過
ご
せ
る
学
校

と
な
る
た
め
に 

 
 

 

９
月
議
会 

一
般
質
問
よ
り 

   

不
登
校
調
査
結
果
か
ら
わ
か
っ
た
こ
と 

2020
年
、
文
科
省
が
「
不
登
校
経
験
の
あ
る
児
童
・
生
徒
本
人
」

を
対
象
に
行
っ
た
「
不
登
校
に
な
っ
た
原
因
」
調
査
結
果
と
、
全

国
学
力
・
学
習
調
査
時
に
「
学
校
」
を
対
象
に
行
っ
た
「
不
登
校

児
童
・
生
徒
の
主
た
る
要
因
」
調
査
結
果
と
で
は
、
本
人
の
意
識

と
学
校
の
読
み
取
り
と
に
ず
れ
が
あ
り
、
学
校
側
が
、
不
登
校
児

童
・
生
徒
の
気
持
ち
を
し
っ
か
り
と
把
握
で
き
て
い
な
い
実
態
が

明
ら
か
と
な
っ
た
。 

子
ど
も
が
不
登
校
に
な
り
始
め
た
時
、
学
校
の
対
応
は
。 

答
弁→

「
担
任
が
電
話
・
手
紙
・
家
庭
訪
問
な
ど
を
通
し
て
丁
寧

な
聞
き
取
り
を
行
い
、
必
要
な
支
援
を
届
け
て
い
る
。
ま
た
、
チ

ー
ム
学
校
の
体
制
で
組
織
的
な
対
応
に
努
め
て
い
る
」 

 

不
登
校
児
童
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
る
。
鎌
倉
市
は
、

学
校
で
学
ぶ
こ
と
に
難
し
さ
を
感
じ
て
い
る
子
ど
も
を
対
象
に
、

昨
年
よ
り
「
か
ま
く
ら
Ｕ
Ｌ
Ｔ
Ｌ
Ａ
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
実
施
し
て

い
る
。
学
び
の
中
で
、
自
由
な
発
想
や
心
の
動
き
が
大
切
に
さ
れ

る
こ
と
で
、
学
ぶ
意
欲
が
わ
い
て
く
る
。
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、

不
登
校
に
陥
っ
て
い
な
い
子
ど
も
に
と
っ
て
も
学
校
と
し
て
大

事
に
す
べ
き
「
視
点
」
を
持
っ
て
い
る
。 

「
か
ま
く
ら
Ｕ
Ｌ
Ｔ
Ｌ
Ａ
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
視 

点
を
学
校
現
場
で
生
か
し
て
頂
き
た
い
。 

答
弁→

「
現
在
、
検
討
を
進
め
て
い
る
。」 

不
登
校
の
子
ど
も
だ
け
で
な
く
、
毎
日
頑
張 

っ
て
学
校
に
行
っ
て
い
る
け
れ
ど
「
つ
ら
い
な 

」
と
思
っ
て
い
る
子
ど
も
も
含
め
て
「
誰
も
が 

楽
し
く
過
ご
せ
る
鎌
倉
市
の
小
中
学
校
」
と
な 

る
よ
う
求
め
た
。
そ
う
な
れ
ば
不
登
校
特
例
校
は
い
ら
な
い
。 

討論内容の概要 
●職員配置と超過勤務手当について 

2021 年度 超過勤務手当は、当初予算額を大きく上回る

結果となった。「業務量に応じた適切な執行体制の確保、

各課の人員に余力を生み出す」ことができなかったと言

える。各課の職員配置数は適切であったのか。そもそも、

超過勤務を行うことで、業務を遂行していくことが前提

とされることは、ワークライフバランスの観点からも適

切な労働環境とは言えない。また、超過勤務手当は、正

当に支払われるべきものだが、当初予算配当枠が、低く

見込まれることにより、実際の出退勤記録に残しにくい

雰囲気が各課に生まれているとすれば言語道断である。

人員配置にあたっては、改めて、「職員配置方針」に基

づいて、業務量に見合った適正数の配置と、知識・経験・

適性・本人希望を考慮して、職員一人一人のモチベーシ

ョンが上がるような、的確な配置が行われることを求め

る。 

●平和推進事業について 

2020年、市は「平和推進実行委員会」の休止を一方的に

通告し、現在に至っている。委員会休止後の説明では、

「今後は元・平和推進実行委員と意見交換をしながら、

市民の方々の提案を頂きながら、検討を進める」として

いる。しかし 2021年度においては、元・平和推進実行 

 

 

鎌倉市議会議員 2022年９月議会報告 
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2021年度「一般会計歳入歳出決算」を 

不認定とし、討論に立ちました。 
          

 

委員 6人全員が反対を表明した「映画の上映」を、

実行委員会に告げることなく、事業実施に踏み切

った。一議員が提案した「映画の上映」事業を、

市長に任命された 6 人の委員の反対を押し切って

強引に実施したことは、鎌倉市の「平和行政」が

問われる大きな問題である。平和推進事業は、市

が公正・公平な立場で、市民とともに協働して進

めるべき事業である。 

●鎌倉市生涯学習センターの管理運営の見直しに

ついて 

本条例改正議案は昨年 12月、突然、前触れもなく

市民の知るところとなり、生涯学習センターの利

用者や団体から、特に集会室の利用区分について、

「活動がしにくくなる」との多くの切実な声が上

がった。12 月議会では条例改正議案は一票差で可

決したが、利用者の声は収まることなく、その声

に応えるかたちで、2月、利用区分を元に戻す議員

提出議案が提出され可決した。しかし、市長は再

議権を行使して、利用区分の変更を強行するに至

った。決算特別委員会での質疑で、担当者は「条

例改正の進め方について、課題があった」と答弁

している。「進め方に課題がある」ことをどの時点

で認識したのか。なぜ、立ち止まることができな

かったのか。市長に諮問され秘密会で開催された

「教育委員会臨時会」では、「市長の再議権行使」

について協議されたが、市長に再議権を行使させ

た教育委員会の責任は免れるものではない。…… 

 

 

 

mailto:yukari.ain@gmail.com


 

                                  

                        

 

 

 

                 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

                 

                             

                         

                  

 

  

 

 

 

 

 

 

    

 

9月議会における議案のうち 

3議案に反対しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

9月 27日、国民の過半数以上が反対する中、安倍元首

相の「国葬儀」が執り行われました。鎌倉市議会では、

国葬日に先立って、9月 12日、以下の意見書を賛成多数

により可決し、衆参両院議長、および岸田首相あてに意

見書を提出しました。 （賛成 12 反対 5 退席８） 

意見書要旨 
 意見書提出までの流れと全文をブログに掲載中 

「国葬」は、1926年、明治憲法下において、天皇の勅

令として「国葬令」が公布されたことにより行われたも

ので、………1947年 12月 31日をもって「国葬令」は失

効しており、現在、国葬に関する法律の規定はない。 

岸田首相は、「国葬」を行う法的根拠として、内閣の所

掌事務について定めている「内閣府設置法」第 4 条第 3

項第 33 号、「国の儀式並びに内閣の行う儀式及び行事に

関する事務に関すること」の規定に基づいて、閣議決定

を行えば「国葬」を国の儀式として実施することができ

ると説明している。しかし、内閣府の所掌事務である「国

の儀式」に「国葬」が予定されているとは考えられてお

らず、第 4 条第 3 項第 33 号は、皇室典範第 25 条で決め

られている「大喪の礼」などの儀式を内閣府が執行する

規定であって、内閣が元首相の葬儀を「国葬」という新

しい「儀式類型を創出して良い」という規定ではないと

する見解が一般的である。「国葬」に明確な法的根拠がな

い以上、安倍晋三元首相の「国葬」を行うのであれば、

国会で議論が尽くされるべきである。 

岸田首相は「国葬」とする理由として、「歴代最長の期

間、総理大臣の重責を担い、内政・外交で大きな実績を

残した」などとしているが、政府が安倍元首相につい

て、その業績を一方的に高く評価したたえる儀式とし

て「国葬」を国費で行うことは、安倍元首相に対する

政府による「評価」を、広く一般国民にも同調を求め

ることに等しく、国家が一方的な評価、価値観を国民

に強いることになる。安倍元首相への評価は、主権者

である国民一人一人が自らの意思で判断すべきことであ

る。「国葬」を行うことは、国民の自由な判断を封じるこ

とにつながりかねない。日々「国葬」反対の声が高まる

中、国民を二分するような「国葬」を、行うべきではな

い。……  

     

 

 

一般質問より 

今や「教員の未配置」の現状は、教師個人の善意

と犠牲によって支えられていると言っても過言で

はありません。子ども達の学びが深まり、勉強が楽

しいと思って貰えるような授業づくりのために、 

以下のことを求めました。 

 

① 教師が教師でなければできない仕事に全力

投球できるよう、教師でなくてもできる仕事

の点検・切り分けを。 

② 「鎌倉市の学校現場で働きたい」と思っても

らえるよう、ICT 支援員の配置とタブレット

の年次更新業務委託化を。 

③ 出退勤時間の把握により、在校時間が減った

分、持ち帰り仕事が増えていないか。時間数

と業務内容の調査を。 

 

全国に先駆けて、「平和都市宣言」を行った鎌倉市として、

本意見書を可決できたことは、意義のあることです。 

＜竹田ゆかりが反対した議案＞ 
●議案第 22号 指定管理の指定について 

 放課後子どもひろば・子どもの家（第二小・稲

小）の管理者を（株）「明日葉」にしようとする

もの。7月 21日、指定管理者選定委員会を傍聴し

たが、株式会社 5社がプレゼンに参加。どの会社

も、「独自性を出すこと」に傾注したプレゼンで

あったが、そもそも、当施設運営管理に独自性が

必要なのか。はなはだ疑問である。本議案に反対

する趣旨は、選定される「明日葉」が不適切とい

うものではなく、竹田ゆかり市政通信 36 号にも

掲載したが、現在市内 14か所の「子どもひろば・

子どもの家」の運営をすべて株式会社が行ってお

り、残る 2か所については市の直営として残すべ

きとの考えにより反対した。理由は、市の直営で

の運営が、指定管理者による運営のモデルとな

り、判断基準となるため。 

●議案第 35 号 鎌倉市保育所設置条例の一部改

正  鎌倉市立腰越保育園を拠点保育所（障害児

等受入れの担保、一時預かり機能の拡充、小規模

保育事業者等との連携、子育て支援センターの併

設）として整備し、指定管理とするための移転お

よび条例改正を行おうとするもの。 

 拠点保育所としての整備は必要だが、現在、市

直営保育園と民間保育所との間で処遇格差が生

じている。（竹田ゆかり市政通信 34号に掲載）判

断基準となる市直営保育所として残すべきと考

える。 

●議案 24 号 2021 年度鎌倉市一般会計歳入歳出

決算の認定について 不認定とした。 理由は一

面に掲載済 

意見書提出者→竹田・保坂・武野・ 

岡田・千 賛成者→井上・吉岡・高

野・長嶋・くり林・藤本・くりはら  

反対者→志田・森・大石・納所・児

玉 退席者→中村・後藤・出田・久

坂・日向・中里・池田・松中 

鎌倉市議会、民意を反映して 

「国葬」実施撤回を求める意見書可決！ 

 

「教員の未配置問題解消に向けて（Ⅱ）」 

 


